















This study aims to investigate the impact of corporate attitude toward internal control systems 
development on earnings announcement lags. Earnings announcements provide crucial information for 
investors. Therefore, identifying firm-specific characteristics that affect earnings announcement lags is a 
significant research objective. We focus on corporate attitudes toward internal control systems as one 
such characteristic.
This study estimates whether, how many times, and when companies revise their basic policy on 
internal control systems development, as established in accordance with the Japanese Companies Act. 
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year. These estimates are accomplished by utilizing the companies’ voluntary releases that announce any 
such policy changes. These releases occur in accordance with listing rules on the timely disclosure of 
corporate information by issuers of listed securities. In this approach, we measure quantitatively whether 
companies adopt a constructive attitude toward internal control systems development or not.
Our results indicate that companies with a more constructive attitude toward internal control 
systems development are significantly associated with shorter earnings announcement lags. These results 
provide evidence that corporate constructive attitude toward internal control systems development is one 






















































































































































































































































































間に与える影響を解明しているが、Mohamad Naimi et 
al.（2010）と同様に、両者の間に有意な関係があるとは示
せていない。





















































































































al.（2006）、Munsif et al.（2012）、Impink et al.（2012）、













































　また、先行研究の中には、Wan-Hussin and Mohammed 
Bamahros（2013）、Abbott et al.（2012）、Pizzini et al.
（2015）のように、内部監査機能に着目するものや、
Hassan（2016）、Mohamad Naimi et al.（2010）、Abdullah
（2007）、Tauringana et al.（2008）、Schmidt and Wilkins































えることが必要である。実際、Abernathy et al. （2014）は、
財務報告に係る法定開示書類の提出遅延の有無に着目する
だけでなく、決算算発表時期そのものにも着目している。
ま た、Holder et al.（2016）、Tauringana et al.（2008）、















































多数決専決事項のひとつ（同法348条 3 項 4 号）として、
また取締役会設置会社（同法 2 条 7 号）においては取締役
会の専決事項のひとつ（同法362条 4 項 6 号、399条の13第
1 項 1 号ロハ、416条 1 項 1 号ロホ・ 3 項）として、定め
ている。さらに、会社法は、明文により、大会社等に対し
て基本方針の決定を義務付けている（同法348条 4 項、362





























































条の 4 の 4 第 1 項）。金融商品取引法に基づく内部統制報



















































定会社法公布日（平成17（2005）年 7 月26日）7 ）から、
本稿の基本方針についての適時開示の実態調査対象期間終



















































　（1）平成17年制定会社法施行日（平成18（2006）年5月1日）時点において上場していなかった企業 △ 99 △131
　（2）2009年3月31日までの間に上場を廃止した企業 △ 96 △119
　（3）平成17年制定会社法施行日より前にすでに委員会等設置会社であったことが判明した企業 △  1 △  1
　（4）日経中分類の銀行・証券・保険・その他金融のいずれかに該当する企業 △ 43 △ 66
1,078 1,553
下記のいずれかの理由によりマッチングに利用できなかった基本方針についての適時開示を除外：
　取締役会決議日が記載されていなかった基本方針についての適時開示 △ 18 △ 28





























　最初に制定された（と推定される）が、取締役会決議日が2006年7月30日以降であった基本方針がマッチングされた企業 △ 32 △ 59
変則決算または検証式において用いる各変数の異常値・欠損値考慮前の本稿のサンプル 1,006 2,679
　変則決算であった企業を除外 ― △ 14
1,006 2,665
下記のいずれかの理由により検証式において用いる各変数について異常値と判断した企業を上から順に除外：
　（1）上記2,665社－年からROA欠損値企業9社－年を除いた2,656社－年のうち、ROAの値が下位1％に該当する企業 △ 3 △ 27
　（2）レバレッジの値が100％超の企業 △ 1 △ 10
　（3）少数特定者持株比率の値が100％超の企業 ― △  3
　（4）債務超過※である企業 ― △  1
1,002 2,624
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く。）に対しては、平成17年制定会社法によって、新たに
基本方針の決定が義務付けられることとなった（会社法
362条第 5 項）9 ）。その一方で、委員会等設置会社に対し
ては、従前の制度的環境においても、大会社に該当するか
どうかにかかわらず、基本方針の決定が明文により義務付































































































あったりしたために、延べ 2 回や延べ 1 回しかサンプルに
含まれていない企業もある。また、表 1 （a）のとおり、
各企業の取締役会決議日が同じ基本方針がマッチングされ
る回数も、延べ 1 回から延べ 3 回までと、企業によって異
なっている。
図 1　基本方針のマッチング方法






















































































































































































































改定したことがある企業であれば 4 、 3 回見直して改定し
たことがある企業であれば 3 、 2 回見直して改定したこと























































































して改定した企業であれば 4 、 2 回見直して改定した企業














































































































中分類）のいずれかの産業であれば 1 、そうでなければ 0
の値とるダミー変数である。ハイテク産業Dは、機械、電
気機器、精密機器、医薬品、自動車（日経中分類）のいず
















続企業の前提に関する注記があれば 1 、なければ 0 の値を
とるダミー変数である。3 月期決算Dは、 3 月末決算企業
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表 4　記述統計量
変数名 社数（社－年） 平均 標準偏差 最小値 最大値
RELEASE（決算発表時期を示す変数）
45日以内Ｄ 2,609 0.69 0.46 0 1
決算発表所要日数 2,609 －43.66 7.49 －100 －1
決算発表所要日数区分 2,609 2.65 0.82 1 4
INTERNAL（内部統制システムに係る企業の構築姿勢を示す変数）
改定方針D 2,609 0.24 0.43 0 1
改定回数 2,609 0.29 0.57 0 4
当決算期中改定D 2,606 0.20 0.40 0 1
当決算期中改定頻度 2,606 0.22 0.46 0 3
改定時期・頻度 2,606 0.46 0.86 0 4
総合構築姿勢 2,606 0.09 0.82 －0.35 3.43
CONTROL（コントロール変数）
企業規模 2,609 10.17 1.39 6.09 15.47
ROA 2,609 －0.20 10.22 －78.57 44.61
レバレッジ 2,609 51.94 21.15 1.69 98.97
たな卸資産・売上債権比率 2,609 33.82 18.24 0.14 92.78
△EPS 2,609 －0.06 0.91 －12.38 8.05
総セグメント数 2,609 3.09 2.10 1 19
高成長産業D 2,609 0.06 0.24 0 1
ハイテク産業D 2,609 0.13 0.33 0 1
少数特定者持株比率 2,609 55.12 16.00 0.00 99.55
個人株主数 2,609 0.73 1.35 0.01 18.33
社外取締役比率（銀行） 2,609 0.40 2.42 0.00 33.33
社外取締役比率（支配会社） 2,609 1.14 5.02 0.00 66.67
社外取締役比率（その他） 2,609 6.46 11.24 0.00 80.00
追記情報D 2,609 0.36 0.48 0 1
継続企業D 2,609 0.05 0.22 0 1
3月期決算D 2,609 0.64 0.48 0 1
















決算発表所要日数区分 4 通 期決算発表時期が決算期末後、30日（決算期末
が月末である場合は翌月）以内
230 5 235














（10.54） （35.92） （13.30） （100.00）










1 最 初の基本方針を制定したまま放置せず、当決算期末までに基本方針をすでに1回以上見直して改定したことがある企業 617 23.65





4 当決算期末までに基本方針を4回も見直して改定したことがある企業 1 0.04
3 当決算期末までに基本方針を3回見直して改定したことがある企業 14 0.54
2 当決算期末までに基本方針を2回見直して改定したことがある企業 104 3.99
1 当決算期末までに基本方針を1回だけ見直して改定したことがある企業 498 19.09





1 当決算期中に基本方針を見直して改定した企業 534 20.49





3 当決算期中に基本方針を3回も見直して改定した企業 1 0.04
2 当決算期中に基本方針を2回見直して改定した企業 45 1.73
1 当決算期中に基本方針を1回だけ見直して改定した企業 488 18.73





4 当決算期中に基本方針を3回も見直して改定した企業 1 0.04
3 当決算期中に基本方針を2回見直して改定した企業 45 1.73
2 当決算期中に基本方針を1回だけ見直して改定した企業 488 18.73
1 前 決算期以前には基本方針を少なくとも1回以上見直して改定したことがあるが、その後は当決算期末まで基本方針を見直さず、改定しないままの企業 80 3.07




























































































改定方針D 0.23 0.22 1.00
改定回数 0.24 0.21 0.99 1.00
当決算期中改定D 0.19 0.22 0.98 0.95 1.00
当決算期中改定頻度 0.12 0.19 0.96 0.94 0.97 1.00









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































定数項 －1.16 －1.14 －1.17 －1.17 －1.16 －1.03
（－2.36）＊＊ （－2.33）＊＊ （－2.40）＊＊ （－2.40）＊＊ （－2.38）＊＊ （－2.12）＊＊
INTERNAL（内部統制システムに係
る企業の構築姿勢を示す変数）
改定方針D 0.61 ― ― ― ― ―
（5.03）＊＊＊
改定回数 ― 0.56 ― ― ― ―
（5.80）＊＊＊
当決算期中改定D ― ― 0.60 ― ― ―
（4.70）＊＊＊
当決算期中改定頻度 ― ― ― 0.57 ― ―
（4.94）＊＊＊
改定時期・頻度 ― ― ― ― 0.31 ―
（5.13）＊＊＊
総合構築姿勢 ― ― ― ― ― 0.35
（5.41）＊＊＊
CONTROL（コントロール変数）
企業規模 0.21 0.21 0.21 0.21 0.21 0.21
（4.61）＊＊＊ （4.55）＊＊＊ （4.66）＊＊＊ （4.65）＊＊＊ （4.62）＊＊＊ （4.59）＊＊＊
ROA 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
（2.04）＊＊ （2.09）＊＊ （2.04）＊＊ （2.07）＊＊ （2.08）＊＊ （2.10）＊＊
レバレッジ －0.02 －0.02 －0.02 －0.02 －0.02 －0.02
（－6.38）＊＊＊ （－6.33）＊＊＊ （－6.41）＊＊＊ （－6.40）＊＊＊ （－6.37）＊＊＊ （－6.35）＊＊＊
たな卸資産・売上債権比率 －0.00 －0.00 －0.00 －0.00 －0.00 －0.00
（－1.28） （－1.32） （－1.35） （－1.36） （－1.33） （－1.32）
△EPS －0.08 －0.08 －0.08 －0.08 －0.08 －0.08
（－1.45）† （－1.44）† （－1.39） （－1.40） （－1.44）† （－1.45）†
総セグメント数 －0.08 －0.08 －0.08 －0.08 －0.08 －0.08
（－3.13）＊＊＊ （－3.11）＊＊＊ （－3.13）＊＊＊ （－3.12）＊＊＊ （－3.12）＊＊＊ （－3.11）＊＊＊
高成長産業D －0.19 －0.18 －0.18 －0.17 －0.18 －0.18
（－0.90） （－0.84） （－0.85） （－0.81） （－0.85） （－0.85）
ハイテク産業D 0.10 0.10 0.11 0.11 0.11 0.11
（0.70） （0.70） （0.74） （0.74） （0.72） （0.71）
少数特定者持株比率 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
（1.91）＊ （1.89）＊ （2.00）＊＊ （2.00）＊＊ （1.95）＊ （1.92）＊
個人株主数 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12
（2.23）＊＊ （2.24）＊＊ （2.25）＊＊ （2.27）＊＊ （2.25）＊＊ （2.25）＊＊
社外取締役比率（銀行） 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
（1.06） （0.93） （1.16） （1.16） （1.11） （1.07）
社外取締役比率（支配会社） 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
（1.81）＊ （1.82）＊ （1.78）＊ （1.78）＊ （1.80）＊ （1.81）＊
社外取締役比率（その他） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
（0.72） （0.69） （0.76） （0.72） （0.71） （0.70）
追記情報D －0.20 －0.20 －0.20 －0.19 －0.20 －0.20
（－1.92）＊ （－1.92）＊ （－1.90）＊ （－1.89）＊ （－1.90）＊ （－1.91）＊
継続企業D －0.60 －0.59 －0.61 －0.60 －0.60 －0.59
（－2.58）＊＊＊ （－2.55）＊＊ （－2.59）＊＊＊ （－2.58）＊＊＊ （－2.55）＊＊ （－2.52）＊＊
3月期決算D 1.01 1.02 1.03 1.03 1.02 1.02
（9.44）＊＊＊ （9.46）＊＊＊ （9.60）＊＊＊ （9.61）＊＊＊ （9.50）＊＊＊ （9.47）＊＊＊
東証要請前D －0.43 －0.41 －0.44 －0.43 －0.43 －0.42
（－2.73）＊＊＊ （－2.64）＊＊＊ （－2.80）＊＊＊ （－2.77）＊＊＊ （－2.71）＊＊＊ （－2.67）＊＊＊
社数（社－年） 2,609 2,609 2,606 2,606 2,606 2,606








定数項 －53.39 －53.38 －53.39 －53.40 －53.38 －53.28
（－36.31）＊＊＊ （－36.33）＊＊＊ （－36.31）＊＊＊ （－36.32）＊＊＊ （－36.31）＊＊＊ （－36.29）＊＊＊
INTERNAL（内部統制システムに係
る企業の構築姿勢を示す変数）
改定方針D 0.45 ― ― ― ― ―
（1.52）†
改定回数 ― 0.46 ― ― ― ―
（2.10）＊＊
当決算期中改定D ― ― 0.51 ― ― ―
（1.64）†
当決算期中改定頻度 ― ― ― 0.52 ― ―
（1.97）＊＊
改定時期・頻度 ― ― ― ― 0.25 ―
（1.75）＊
総合構築姿勢 ― ― ― ― ― 0.27
（1.78）＊
CONTROL（コントロール変数）
企業規模 0.94 0.94 0.94 0.94 0.94 0.94
（7.07）＊＊＊ （7.04）＊＊＊ （7.06）＊＊＊ （7.05）＊＊＊ （7.04）＊＊＊ （7.03）＊＊＊
ROA 0.05 0.05 0.06 0.06 0.06 0.06
（2.82）＊＊＊ （2.84）＊＊＊ （3.19）＊＊＊ （3.19）＊＊＊ （3.20）＊＊＊ （3.20）＊＊＊
レバレッジ －0.06 －0.06 －0.06 －0.06 －0.06 －0.06
（－8.67）＊＊＊ （－8.67）＊＊＊ （－8.67）＊＊＊ （－8.67）＊＊＊ （－8.66）＊＊＊ （－8.66）＊＊＊
たな卸資産・売上債権比率 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00
（0.66） （0.65） （0.57） （0.57） （0.58） （0.58）
△EPS －0.28 －0.28 －0.30 －0.30 －0.30 －0.30
（－1.98）＊＊ （－1.98）＊＊ （－2.05）＊＊ （－2.05）＊＊ （－2.07）＊＊ （－2.07）＊＊
総セグメント数 －0.30 －0.30 －0.29 －0.29 －0.29 －0.29
（－4.19）＊＊＊ （－4.17）＊＊＊ （－4.08）＊＊＊ （－4.08）＊＊＊ （－4.08）＊＊＊ （－4.07）＊＊＊
高成長産業D －0.78 －0.75 －0.75 －0.74 －0.75 －0.75
（－1.38） （－1.34） （－1.33） （－1.31） （－1.33） （－1.34）
ハイテク産業D 1.70 1.69 1.73 1.73 1.73 1.73
（3.54）＊＊＊ （3.52）＊＊＊ （3.61）＊＊＊ （3.60）＊＊＊ （3.60）＊＊＊ （3.59）＊＊＊
少数特定者持株比率 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03
（3.40）＊＊＊ （3.39）＊＊＊ （3.42）＊＊＊ （3.42）＊＊＊ （3.41）＊＊＊ （3.41）＊＊＊
個人株主数 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52 0.52
（3.76）＊＊＊ （3.76）＊＊＊ （3.72）＊＊＊ （3.73）＊＊＊ （3.73）＊＊＊ （3.73）＊＊＊
社外取締役比率（銀行） －0.04 －0.04 －0.04 －0.04 －0.04 －0.04
（－0.90） （－0.98） （－0.89） （－0.90） （－0.90） （－0.91）
社外取締役比率（支配会社） 0.10 0.10 0.09 0.09 0.09 0.09
（3.33）＊＊＊ （3.34）＊＊＊ （3.30）＊＊＊ （3.30）＊＊＊ （3.30）＊＊＊ （3.30）＊＊＊
社外取締役比率（その他） 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03
（2.58）＊＊＊ （2.56）＊＊ （2.54）＊＊ （2.52）＊＊ （2.52）＊＊ （2.51）＊＊
追記情報D －0.84 －0.83 －0.84 －0.83 －0.84 －0.84
（－2.77）＊＊＊ （－2.76）＊＊＊ （－2.77）＊＊＊ （－2.76）＊＊＊ （－2.77）＊＊＊ （－2.78）＊＊＊
継続企業D －2.38 －2.36 －2.27 －2.26 －2.26 －2.26
（－3.48）＊＊＊ （－3.46）＊＊＊ （－3.33）＊＊＊ （－3.32）＊＊＊ （－3.32）＊＊＊ （－3.31）＊＊＊
3月期決算D 3.07 3.07 3.06 3.06 3.06 3.05
（10.57）＊＊＊ （10.61）＊＊＊ （10.59）＊＊＊ （10.61）＊＊＊ （10.56）＊＊＊ （10.55）＊＊＊
東証要請前D －2.21 －2.19 －2.22 －2.20 －2.21 －2.21
（－4.38）＊＊＊ （－4.33）＊＊＊ （－4.40）＊＊＊ （－4.37）＊＊＊ （－4.37）＊＊＊ （－4.37）＊＊＊
社数（社－年） 2,609 2,609 2,606 2,606 2,606 2,606










改定方針D 0.36 ― ― ― ― ―
（3.95）＊＊＊
改定回数 ― 0.32 ― ― ― ―
（4.95）＊＊＊
当決算期中改定D ― ― 0.36 ― ― ―
（3.78）＊＊＊
当決算期中改定頻度 ― ― ― 0.33 ― ―
（4.19）＊＊＊
改定時期・頻度 ― ― ― ― 0.18 ―
（4.15）＊＊＊
総合構築姿勢 ― ― ― ― ― 0.20
（4.38）＊＊＊
CONTROL（コントロール変数）
企業規模 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28 0.28
（6.92）＊＊＊ （6.88）＊＊＊ （6.93）＊＊＊ （6.93）＊＊＊ （6.91）＊＊＊ （6.89）＊＊＊
ROA 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
（2.00）＊＊ （2.04）＊＊ （2.01）＊＊ （2.02）＊＊ （2.03）＊＊ （2.04）＊＊
レバレッジ －0.02 －0.02 －0.02 －0.02 －0.02 －0.02
（－7.78）＊＊＊ （－7.76）＊＊＊ （－7.86）＊＊＊ （－7.86）＊＊＊ （－7.83）＊＊＊ （－7.81）＊＊＊
たな卸資産・売上債権比率 －0.00 －0.00 －0.00 －0.00 －0.00 －0.00
（－0.61） （－0.64） （－0.67） （－0.68） （－0.66） （－0.66）
△EPS －0.08 －0.08 －0.08 －0.08 －0.08 －0.08
（－1.63）† （－1.62）† （－1.61）† （－1.62）† （－1.64）† （－1.64）†
総セグメント数 －0.08 －0.08 －0.08 －0.08 －0.08 －0.08
（－3.49）＊＊＊ （－3.46）＊＊＊ （－3.45）＊＊＊ （－3.45）＊＊＊ （－3.44）＊＊＊ （－3.43）＊＊＊
高成長産業D －0.26 －0.25 －0.25 －0.25 －0.26 －0.26
（－1.39） （－1.33） （－1.34） （－1.31） （－1.34） （－1.34）
ハイテク産業D 0.40 0.40 0.41 0.41 0.40 0.40
（2.72）＊＊＊ （2.70）＊＊＊ （2.76）＊＊＊ （2.76）＊＊＊ （2.74）＊＊＊ （2.74）＊＊＊
少数特定者持株比率 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
（3.37）＊＊＊ （3.39）＊＊＊ （3.44）＊＊＊ （3.45）＊＊＊ （3.41）＊＊＊ （3.39）＊＊＊
個人株主数 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13
（3.39）＊＊＊ （3.40）＊＊＊ （3.39）＊＊＊ （3.40）＊＊＊ （3.40）＊＊＊ （3.40）＊＊＊
社外取締役比率（銀行） －0.01 －0.01 －0.00 －0.00 －0.01 －0.01
（－0.45） （－0.61） （－0.36） （－0.36） （－0.41） （－0.45）
社外取締役比率（支配会社） 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
（2.71）＊＊＊ （2.69）＊＊＊ （2.66）＊＊＊ （2.66）＊＊＊ （2.67）＊＊＊ （2.67）＊＊＊
社外取締役比率（その他） 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
（1.39） （1.36） （1.40） （1.36） （1.36） （1.35）
追記情報D －0.22 －0.22 －0.22 －0.22 －0.22 －0.22
（－2.41）＊＊ （－2.39）＊＊ （－2.36）＊＊ （－2.35）＊＊ （－2.37）＊＊ （－2.38）＊＊
継続企業D －0.72 －0.71 －0.72 －0.72 －0.71 －0.71
（－3.35）＊＊＊ （－3.34）＊＊＊ （－3.33）＊＊＊ （－3.33）＊＊＊ （－3.31）＊＊＊ （－3.29）＊＊＊
3月期決算D 1.11 1.12 1.12 1.12 1.12 1.12
（11.83）＊＊＊ （11.92）＊＊＊ （11.95）＊＊＊ （11.99）＊＊＊ （11.89）＊＊＊ （11.87）＊＊＊
東証要請前D －0.61 －0.60 －0.61 －0.61 －0.61 －0.60
（－4.06）＊＊＊ （－4.02）＊＊＊ （－4.12）＊＊＊ （－4.10）＊＊＊ （－4.06）＊＊＊ （－4.03）＊＊＊
社数（社－年） 2,609 2,609 2,606 2,606 2,606 2,606


























































































































































































































































































































































取締役会設置会社（同法 2 条 7 号）となる。
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